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はじめに 

 

主要電力会社の電気料金は、燃料価格上昇による燃料費調整額の引き上げや、再生可能エネル

ギーの普及を目的とする賦課金などで、5月から家庭向けに月平均 322～657 円の値上げが実施さ

れた。また、東日本大震災以後の原子力発電所の停止による原価の上昇で、昨年度以降、法人向

け電気料金の値上げも相次いで行われている。 

帝国データバンクは、電気料金の値上げが自社の業績に与える影響について調査を実施した。

なお、本調査は、TDB景気動向調査 2014年 5月調査とともに行った。 

 

※調査期間は 2014年 5月 19日～31日、調査対象は全国 2万 3,373社で、有効回答企業数は 1万

398 社（回答率 44.5％）。 

※本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲

載している。 
 
 

調査結果（要旨） 
 

1.電気料金の値上げで経常利益が「減少する」と考える企業は 50.7％と半数を超える。また、電

気料金の値上げ分を価格に「ほとんど転嫁できない」「まったく転嫁できない」とする企業も  

6割を超えており、コストの上昇を自社で吸収せざるを得ない実態が明らかとなった。 

 

2.電気料金の値上げに対して、企業の 6割が「既存設備での節電を実施」で対応。「設備や照明な

どを省エネ型に更新」する企業も 4 割となっており、省エネ関連ビジネスの需要増が見込まれ

る。 

 

3.今後、重要度を増すエネルギーとしては「太陽光」が 66.5％で最多。「天然ガス火力」（43.8％）

や「風力」（33.9％）も上位に挙がっており、化石燃料と再生可能エネルギーによる複数のエネ

ルギーでリスク分散が期待される。 

 

4.“経営的”視点でみると、原子力発電は「安全確認ができたものから順次再稼働」が最多。重

要なエネルギー供給として捉えている一方、不完備な関連技術や人的ミスを指摘する声も多い。 

特別企画 ： 電気料金値上げに対する企業の意識調査 

企業の半数が電気料金値上げで減益を見込む 

～ 6 割超の企業が値上がり分の転嫁困難に ～ 
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1. 企業の半数が電気料金値上げにより減益を見込む 

 

電気料金の値上げは自社の売り上げにどの程度影響があるか尋ねたところ、「減少する」と回答

した企業は約 2割となった。また、6割近くの企業は売り上げに対する影響を見込んでいない。 

他方、経常利益についてみると、「影響はない」と考える企業が約 3割となっているものの、「減

少する」と考える企業は 50.7％と半数を超えている。企業にとってコストアップ要因となる電気

料金の値上げであるが、その多くは経常利益への打撃となって現れるといえる。 

経常利益が「減少する」の内訳をみると、「5％未満減少」が 35.3％、「5％以上 10％未満減少」

が 10.0％となるなど、企業は平均 3.4％の経常利益減少を見込んでいる。その結果、企業の経常

利益は全体で約 2 兆円減少すると試算され1、陸運業の経常利益（1.7 兆円）を上回る規模の利益

が失われることとなる。 

経常利益が「減少する」と回答した企業を業界別にみると、『製造』や『運輸・倉庫』『小売』

が全体を上回った。企業からも「24 時間プラスチックの射出成形機が稼働しているため、これ以

上電気使用量の削減が出来ず、電気料金の値上げは直接、経営に悪影響を与えている」（工業用樹

脂製品製造、群馬県）や「冷蔵庫の維持管理費用（経費）が増加する」（一般貨物自動車運送、神

奈川県）などとあるように、工場などの生産設備や商品管理等に必要となる保冷・保温施設など、

電力を多く消費する業界で業績悪化を懸念している。逆に、『不動産』は事務所内での電力使用に

とどまるため大きな影響はないとの意見も多く、比較的電気料金値上げの影響を受けにくい様子

がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
1 経常利益の減少額は「法人企業統計 平成 24年度」（財務省）より、帝国データバンク推計。ただし、電力会社を除く。 
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また、「会社内の電気を LED に変えるなど、節電努力で電気代は下がった」（自動車整備、奈良

県）や「省エネ対策を行った結果、値上げ分を相殺できた」（漁業協同組合、兵庫県）など、節電

対策を行うことで電気料金値上げの影響を抑えることに成功したという意見も多かった。 
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電気料金値上げで経常利益が「減少する」割合～業界別～ 

（単位：％）

売り上げ 経常利益

減少する 18.2 50.7
5％未満減少 12.0 35.3
5％以上10％未満減少 4.1 10.0
10％以上20％未満減少 1.6 3.9
20％以上50％未満減少 0.3 1.0
50％以上減少 0.2 0.5

1.3 3.4
注1：

注2：母数は有効回答企業1万398社

平均減少率
平均減少率は、「減少する」「影響はない」「増
加する」の回答結果から算出

電気料金値上げによる売り上げ・経常利益減少の内訳 
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2.  対応策、「既存設備での節電を実施」が最多、省エネ関連ビジネスに需要増の可能性 

 

電気料金の値上げに対してどのような対策を行うか尋ねたところ、「既存設備での節電を実施」

が 61.7％（複数回答、以下同）で最多となった。次いで、「設備や照明などを省エネ型に更新」

（38.6％）、「人件費以外のコスト削減」（19.0％）、「特に何もしない」（18.0％）、「電力会社との

契約内容の見直し」（6.4％）が続いた。それぞれの企業がおかれた現状のなかで、直ちに実行可

能な範囲で対応する企業が多数を占めている一方、新たに省エネ型の設備や照明に置き換えると

いう企業も 4割近くに達しており、省エネ関連ビジネスに対する需要の増加も見込まれる。 

企業からは、「日中はほとんど照明を消灯したままであり、通常は夕方から点灯している」（家

庭用電気機器卸売、東京都）や「デマンドシステムにより、上限を管理し契約電力がアップしな

いようにしている」（印刷、東京都）といった声が挙がった。一方、「対応策は数年来より実施済

であり、さらなる値上げには対応できない」（一般貨物自動車運送、茨城県）など、これまでも対

策を実施してきたなかで、自助努力により影響を抑えることに限界を感じている企業もみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比（％） 回答数（社）

1 既存設備での節電を実施 61.7 6,417

2 設備や照明などを省エネ型に更新 38.6 4,016

3 人件費以外のコスト削減 19.0 1,977

4 特に何もしない 18.0 1,871

5 電力会社との契約内容の見直し 6.4 663

6 現在対策を検討中 6.1 638

7 自家発電の導入（太陽光発電など） 4.7 493

8 人件費の削減 4.4 458

9 商品・サービスの販売価格・利用料金への転嫁 3.9 407

10 操業・営業時間の変更 2.8 294

注1：母数は有効回答企業1万398社
注2：以下、「電力会社の変更」(2.3％、234社)、「生産・営業活動の縮小・抑制」

(1.6％、164社)、「設備投資や研究開発活動の縮小・抑制」(1.5％、153社)、「海
外への事業拠点の移転・生産シフト」(1.1％、119社)、「国内他地域への事業拠
点の移転・生産シフト」(0.5％、49社)、「蓄電池の導入」(0.5％、48社)、「その他」
(1.8％、189社)

電気料金値上げへの対応策（複数回答） 
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3. 6 割超の企業が値上がり分の転嫁困難に 

 

電気料金が値上げされた場合、値上げ分を自社の商品・サービスの販売価格・利用料金にどの

程度転嫁するか尋ねたところ、「まったく転嫁できない」とする企業は 4割を超え、これに「ほと

んど転嫁できない」とする企業を加えると全体の 6 割を超える。逆に「ほぼ全額転嫁できる」は

3.4％にとどまり、ほとんどの企業がコスト上昇分の価格転嫁は困難であると考えている様子がう

かがえ、電気料金値上げによるコストアップ分の全部または一部を自社で吸収する予定であるこ

とが明らかとなった。 

企業からは、「電気料金のコストアップは商品単価に転嫁出来ないのが現状」（繊維・繊維製

品・服飾品製造、京都府）や「電気料金の上昇分を製品への価格転嫁がしづらい現状では、利益

を圧迫し経営に大きなダメージ」（化学品製造、島根県）など、現在の状況で価格転嫁は難しいと

感じている企業が多い。一方で、「基本的には再生可能エネルギー、自然エネルギーの利用による

発電に切り替え、それによるコストは販売単価に転嫁すべき」（工業用ゴム製品製造、大阪府）と

いった意見もあり、再生エネルギーへの切り替えによるコストアップは価格に反映させるべきと

指摘する見方もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判断の目安 

 ほぼ全額転嫁できる・・・・値上げ分の 80％以上を転嫁 

 半分以上は転嫁できる・・・50％以上 80％未満 

 半分未満しか転嫁できない・20％以上 50％未満 

 ほとんど転嫁できない・・・1％以上 20％未満 

 まったく転嫁できない・・・0％ 

ほぼ全額

転嫁できる

3.4％

半分以上は

転嫁できる

2.9％
半分未満しか

転嫁できない

4.0％

ほとんど

転嫁できない

26.5％

まったく

転嫁できない

40.4％

分からない

22.8％

注：母数は有効回答企業1万398社

電気料金値上げ分の商品・サービスへの価格転嫁 
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4. 企業の 66.5％が「太陽光」を重要エネルギーと認識、「天然ガス火力」「風力」も上位に 

 

今後、どのようなエネルギーが重要性を増すと思うか尋ねたところ、「太陽光」が 66.5％（複数

回答、以下同）で最多となった。次いで、「天然ガス火力」（43.8％）、「風力」（33.9％）、「地熱」

（27.2％）、「原子力」（25.5％）が続いた。特に、「太陽光」はすべての企業規模、業界、地域で 6

割を超えており、エネルギーとしての太陽光発電に対する企業の期待の高さがうかがえる。また、

「天然ガス火力」はロシアに近い『北海道』、「風力」は洋上風力発電が活発な『東北』で高かっ

た。 

企業からは、「非常時対策としてリスクは分散した方が良い」（和洋紙卸売、栃木県）といった

特定のエネルギーに依存することを避けるべきという意見のほか、「日本近海の資源開発を急ぐ

必要がある」（建設、東京都）、「自国のエネルギーは自国で賄うのがベスト。日本は海に囲まれて

おりメタンハイドレートの開発に期待」（婦人・子供服卸売、大阪府）など、日本独自にエネルギ

ーを得るべきという声が多く挙がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.5％

43.8％
33.9％

27.2％ 25.5％ 22.8％ 22.4％ 20.0％ 16.4％ 13.3％ 11.3％
2.6％

0

20

40

60

80

太
陽
光

天
然
ガ
ス
火
力

風
力

地
熱

原
子
力

バ
イ
オ
マ
ス

燃
料
電
池

水
力
・
小
水
力

太
陽
熱

石
油
火
力

石
炭
火
力

そ
の
他

注：母数は有効回答企業1万398社

（％）

今後、重要性が増すと思うエネルギー（複数回答） 
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5. 経営的視点でみた場合、原発は「安全確認ができたものから順次再稼働」が最多 

 

福島第一原子力発電所事故の発生以降、原子力発電所は 48基すべてが停止しているが、経営的

な視点で考えて、原発は再稼働すべきか否か尋ねたところ、企業の 31.3％が「原発は安全確認が

できたものから順次再稼働すべき」と回答した。他方、「原発は徐々に廃止すべき」は 25.4％と 2

番目に高かった。また、「すぐに再稼働すべき」「すぐに廃止すべき」はともに 8％台となっており、

企業経営の視点で考えると、原発に関する見方は再稼働と廃止で分かれる結果となった。 

企業からの具体的な声として、「自然エネルギーの電力変換は当然だが、原子力発電は無視でき

ない」（ソフト受託開発、大阪府）など、原発はエネルギー供給の重要な役割を果たすという意見

が挙がった。しかし、企業経営という観点からみて、「現状、原子力で安全性は担保できないと思

うが、このまま電気料金が上がりつづけると、経営的にはかなり影響がある」（不動産、神奈川県）

など、原発の停止による電気料金の値上げで業績に悪影響が及ぶなかで、現実的な選択として原

発再稼働はやむを得ないと考える企業も多い。 

一方、原発は廃止すべきと考える企業からは、「安全性、廃棄物処理等の問題が解決されるまで

原子力は実施すべきでない」（合成樹脂材料卸売、東京都）や「原子力は廃止すべき。人間は間違

いを起こすし、自然の力は人間には止めることができない」（建設、神奈川県）といった、不完備

な原子力に関連する技術や人的ミスによる影響を指摘する声もみられた。 
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17.7％
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25.4％
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廃止すべき

8.6％

分からない

8.3％

不回答

0.5％

注：母数は有効回答企業1万398社

経営的視点で見た原発再稼働に対する見解 
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まとめ 

 

2014 年 4 月の消費税率引上げや、液化天然ガスの輸入価格高騰など燃料価格の上昇、東日本大

震災による原発の稼働停止、再生可能エネルギーを普及させるために電気料金に上乗せされる賦

課金など、家庭や商店向けをはじめとして電気料金は値上げ要因が重なっている。そのようなな

か、電気料金値上げによる企業業績への影響は大きく、とりわけ経常利益については企業の半数

が減少すると見込んでおり、全体で 2兆円程度減少すると試算される。 

また、電気料金値上げに対して、企業の 6割が節電を実施、4割が設備等の省エネ型へ更新する

など、コストアップに対して消費電力を抑えることで対処している。しかし、価格への転嫁は難

しく、多くの企業は自社で吸収せざるを得ない状況である。また、現在、原子力発電はすべて稼

働を停止しているが、企業経営の視点からみた原発の再稼働と廃止に対する見解は分かれる結果

となった。今後重要性が増すエネルギーとしては太陽光や天然ガス火力、風力に対する割合が高

くなっている。特に太陽光はすべての規模、業界、地域が 6 割を超えており、期待の高さがうか

がえる。 

安定した企業活動には安定した電力供給が不可欠であるが、電気料金値上げに対する企業のコ

スト削減余力は縮小しつつある。そのため、電気料金の値上げが今後も続くならば、企業業績へ

の影響はより深刻なものとなるだろう。 
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 情報企画課  担当：窪田 

 TEL 03-5775-3163  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 3,373 社、有効回答企業 1 万 398 社、回答率 44.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

532 1,155
663 1,736
703 616

3,306 332
542 813

10,398

（2）業界（10業界51業種）

50 69
118 42

1,414 27
260 10

飲食料品・飼料製造業 366 36
繊維・繊維製品・服飾品製造業 116 47
建材・家具、窯業・土石製品製造業 250 152
パルプ・紙・紙加工品製造業 107 50
出版・印刷 194 3
化学品製造業 418 436
鉄鋼・非鉄・鉱業 524 38
機械製造業 455 8
電気機械製造業 368 9
輸送用機械・器具製造業 107 113
精密機械、医療機械・器具製造業 76 28
その他製造業 96 64
飲食料品卸売業 389 18
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 194 144
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 369 129
紙類・文具・書籍卸売業 114 437
化学品卸売業 312 54
再生資源卸売業 38 209
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 343 104
機械・器具卸売業 943 24
その他の卸売業 370 123

33
10,398

（3）規模

2,292 22.0%

8,106 78.0%

(2,449) (23.6%)

10,398 100.0%

(285) (2.7%)

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

各種商品小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

その他サービス業

専門サービス業

その他の小売業

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

合  計

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

合  計

中小企業

大企業

（うち小規模企業）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

（436）

サービス

（1,502）

運輸・倉庫

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

医療・福祉・保健衛生業

金融

建設

不動産

製造

（3,077）

卸売

（3,072）

放送業

電気・ガス・水道・熱供給業

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

教育サービス業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス


